
                                                            平平成成２２９９年年９９月月１１５５日日発発行行  

    

      
    

                                                        

                                                                    
  

☆  求職の動き 

・新規求職者数は１４３人となり、前月比では６．７％増加し、 

前年同月では１８．２％増加した。 

・月間有効求職者数は６２５人となり、前年同月比で１８．６％減少した。 
 

☆ 求人の動き 

・新規求人数（一般・パート全て）は１９４人となり、前年同月比では、 

一般求人で３０．６％減少、パート求人で１６．７％減少した。 

産業別でみると、建設業、製造業、卸売・小売業、医療・福祉分野が減少し、 

全体として２６．５％の減少となった。 

・月間有効求人数は６８９人となり、前年同月比で８．０％減少した。 

 

☆ 有効求人倍率の動き 
・有効求人倍率は、前年同月比で０．１２ポイント高い１．１０倍であった。 
なお、内訳では一般の有効求人倍率が１．０５倍、パートの有効求人倍率が 
１．２３倍となっている。 

月 報  平成２９年 ９月号 

し ろ い し          

  

ハローワーク白石（大河原公共職業安定所白石出張所） 

〒989-0229 白石市銚子ヶ森37-8  ℡ 0224-25-3107  



平成29年7月内容

平成29年7月内容
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※性別を登録していない者がいるため、総数と男女の計は必ずしも一致しない。　（パートを含む）



労働市場の動き（平成２９年７月内容） 

（数値は新規学卒・日雇関係を除き、パートを含む） 

 

有効求人・求職者数及び求人倍率の推移 
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宮城県最低賃金 ≪改定のお知らせ≫ 

 
ご不明な点は、宮城労働局労働基準部賃金室（０２２－２９９－８８４１） 

または労働基準監督署にお問い合わせください。 

宮城県内で事業を営む使用者及びその事業場で働くすべての労働者（臨時、パートタイマー、 

アルバイト等を含む。）に適用される宮城県最低賃金が次のとおり改定されます。 

時間額 ７７２ 円 

平成２９年１０月１日から！ 

 最低賃金の計算には、（１）精皆勤手当、（２）通勤手当、（３）家族手当、（４）賞与等、（５）時間外・休日・深夜手当は 

含まれません。 

 また、特定の産業（「鉄鋼業」、「電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業」 

「自動車小売業」）で働く労働者には、宮城県の特定（産業別）最低賃金が適用されます。 



事業主のみなさまへ

障害者がごく普通に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる「共生社会」実現の

理念の下、すべての事業主には、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります

（障害者雇用率制度）。この法定雇用率が、平成30年４月１日から以下のように変わります。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

平成30年４月１日から
障害者の法定雇用率が引き上げになります

事業主区分
法定雇用率

現行 平成30年４月１日以降

民間企業 2.0％ ⇒ 2.２％

国、地方公共団体等 2.3％ ⇒ 2.５％

都道府県等の教育委員会 2.2％ ⇒ 2.４％

対象となる事業主の範囲が、従業員45.5人以上に広がります。

今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない民間企業の事業主の範囲が、
従業員5０人以上から45.5人以上に変わります。また、その事業主には、以下の義務があります。

◆ 毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません。
◆ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」を選任するよう努めなければ
なりません。

平成33年４月までには、更に0.1％引き上げとなります。

留意点
①

※ 具体的な次回の引き上げ時期は、今後、労働政策審議会において議論がなされます。
※2.3％となった際には、対象となる事業主の範囲は、従業員43.5人以上に広がります。

（障害者雇用率）
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平成25年４月 平成30年４月 平成33年４月

2.2％

▶ 従業員45.5人以上50人未満の事業主の皆さまは特にご注意ください。

▶ 平成30年４月から３年を経過する日より前※に、民間企業の法定雇用率は2.3％になります。
（国等の機関も同様に0.1％引上げになります。）

留意点
②

2.3％

３年を経過する日より前

現 行

また併せて、下記の２点についてもご注意くださいますよう、お願いいたします。
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